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△税理士法人の業務範囲
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■ 税理士法人の業務範囲に社会保険労務

士業務も含まれると聞いたのですが、本当で

しようか
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定款に社会保険労務士関係の業務を行

ことを盛り込むことによって、社会保険労

務士業務を行うことが可能です。

【解説】

20年振りの抜本改革となった改正税理士

法では、従来、税理士が個人として行うこと

とされていた税理士業務を新たに法人形態で

も行えるよう税理士法人制度が創設されまし

た 。

税理士法人の業務範囲は、税理士業務のほ

か、定款に定めれば税理士業務に付随した会

計業務やこれに準ずる業務もできることとさ

れています。

このほど公布された改正税理士法の詳細を

定めた省令では、税理士業務に付随した会計

業務に準ずる業務が明示されていて、例えば、

財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行、そ

の他財務に関する事務を業として行う業務で

あることが明らかにされています。

また、社会保険労務士法施行令において、

税理士法人も税理士業務に付随して社会保険

労務士業務が行えることとされています。

なお、改正税理士法は、平成14年4月1

日から施行されます。


